
（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

(2）その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1）商品

　移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

(2）貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　・建物及び構築物　　　　５～50年

　　・機械及び装置　　　　　10年

　　・工具、器具及び備品　　１～20年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、主な償却年数は以下のとおりであります。

　　・自社利用のソフトウェア　５年（社内における見込利用可能期間）

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく自己都合による期末退職金要支給額から特定退職金共済

及び確定給付企業年金の年金資産を控除した額を計上しております。

(3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。
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５．収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する

通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

　当社は、建築金物・家具金物を主体とした内装金物全般の販売を主な事業としており、顧客との販売契約に基づい

て商品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、主に商品を引き渡した時点において支配が顧客に移

転して履行義務が充足されると判断しておりますが、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替

的な取扱いを適用し、国内の販売においては、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の

期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

前事業年度
（令和６年６月30日）

当事業年度
（令和７年６月30日）

受取手形 53,993千円 －千円

電子記録債権 58,000千円 －千円

支払手形 15,536千円 －千円

電子記録債務 15,534千円 －千円

（貸借対照表関係）

※１．期末日満期手形、電子記録債権及び電子記録債務

　期末日満期手形、電子記録債権及び電子記録債務の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処

理しております。なお、前事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形、電子記録債

権及び電子記録債務を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

前事業年度
（自　令和５年７月１日

　　至　令和６年６月30日）

当事業年度
（自　令和６年７月１日

　　至　令和７年６月30日）

95,058千円 97,448千円

前事業年度
（自　令和５年７月１日

至　令和６年６月30日）

当事業年度
（自　令和６年７月１日

至　令和７年６月30日）

建物 0千円 0千円

工具、器具及び備品 0千円 780千円

計 0千円 780千円

（損益計算書関係）

※１．一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

※２．固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。
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当事業年度期首
株式数
（千株）

当事業年度
増加株式数
（千株）

当事業年度
減少株式数
（千株）

当事業年度末
株式数
（千株）

発行済株式

普通株式 4,105 － － 4,105

合計 4,105 － － 4,105

自己株式

普通株式（注） 115 0 － 115

合計 115 0 － 115

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

令和５年９月26日

定時株主総会
普通株式 69,821 17.50 令和５年６月30日 令和５年９月27日

令和６年１月30日

取締役会
普通株式 69,821 17.50 令和５年12月31日 令和６年３月11日

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

令和６年９月25日

定時株主総会
普通株式 69,820 利益剰余金 17.50 令和６年６月30日 令和６年９月26日

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　令和５年７月１日　至　令和６年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（注）１．令和５年９月26日定時株主総会決議による１株当たり配当額17円50銭には、特別配当１円を含んでおりま

す。

２．令和６年１月30日取締役会決議による１株当たり配当額17円50銭には、創業120周年記念配当２円50銭を含

んでおります。

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

（注）１株当たり配当額17円50銭には、アトムブランド誕生70周年記念配当２円50銭を含んでおります。
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当事業年度期首
株式数
（千株）

当事業年度
増加株式数
（千株）

当事業年度
減少株式数
（千株）

当事業年度末
株式数
（千株）

発行済株式

普通株式 4,105 － － 4,105

合計 4,105 － － 4,105

自己株式

普通株式 115 － － 115

合計 115 － － 115

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

令和６年９月25日

定時株主総会
普通株式 69,820 17.50 令和６年６月30日 令和６年９月26日

令和７年１月30日

取締役会
普通株式 69,820 17.50 令和６年12月31日 令和７年３月11日

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

令和７年９月25日

定時株主総会
普通株式 65,830 利益剰余金 16.50 令和７年６月30日 令和７年９月26日

当事業年度（自　令和６年７月１日　至　令和７年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（注）１．令和６年９月25日定時株主総会決議による１株当たり配当額17円50銭には、アトムブランド誕生70周年記念

配当２円50銭を含んでおります。

２．令和７年１月30日取締役会決議による１株当たり配当額17円50銭には、法人改組70周年記念配当２円50銭を

含んでおります。

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

次のとおり、決議を予定しております。

前事業年度
（自　令和５年７月１日

至　令和６年６月30日）

当事業年度
（自　令和６年７月１日

至　令和７年６月30日）

現金及び預金勘定 2,014,608千円 3,424,388千円

預入期間が３か月を超える定期預金 －千円 △1,500,000千円

有価証券勘定に含まれる譲渡性預金 3,100,000千円 －千円

現金及び現金同等物 5,114,608千円 1,924,388千円

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（持分法損益等の注記）

重要性が乏しい非連結子会社のみであるため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

　当社は、住宅用内装金物事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

前事業年度
（自　令和５年７月１日

至　令和６年６月30日）

当事業年度
（自　令和６年７月１日

至　令和７年６月30日）

１株当たり純資産額 2,544.12円 2,614.26円

１株当たり当期純利益 63.84円 97.97円

前事業年度
（自　令和５年７月１日

至　令和６年６月30日）

当事業年度
（自　令和６年７月１日

至　令和７年６月30日）

当期純利益（千円） 254,702 390,857

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 254,702 390,857

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,989 3,989

前事業年度
（令和６年６月30日）

当事業年度
（令和７年６月30日）

純資産の部の合計額（千円） 10,150,417 10,430,277

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 10,150,417 10,430,277

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株）
3,989 3,989

（１株当たり情報の注記）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象の注記）

　該当事項はありません。
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